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第７９課 株式会社―資本と株式 その３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 次に、株主の権利義務について学習しよう。ある会社の株を引き受け、ま

たは誰かから購入して株主になった者は、いったいどのような権利義務を有

するのであろうか。 
 株主の権利の内容は様々であるが、大きく分けて「自益権」と「共益権」

に分けられるとされている。「自益権」というのは、会社から直接的な利益

を受けることを目的とする権利で、その中心となるのはもちろん、会社があ

げた利益の分配を受ける「利益配当請求権」（商法第２９０条・第２９３条）

や、会社が解散するときに残った財産の分配を受ける「残余財産分配請求権」

（商法第４２５条）であるが、そのほか、新たに発行される株式を優先的に

引き受けることのできる「新株引受権」なども自益権に属する。これに対し

て、「共益権」というのは、会社の経営に参加することを目的とする権利で

あり、その中心となるのは、株主総会における議決権（商法２４１条第１項）

であるが、その他に、株主総会決議の取消訴権（とりけしそけん）や、取締

役等の違法行為の差止請求権（さしとめせいきゅうけん）など、株主総会の

決議や取締役の業務執行を監督したり、是正したりする権利も含まれる。 
 要するに、株主の権利は、株主個人として、自分の出資に見合った利益を

会社から受ける権利と、いわば会社の一員として会社の経営に関与し、経営

方針にも一定の限度で注文をつける権利がある。そして、後者の権利はその

性質上、他の株主の権利にも影響を及ぼすことが多いので、株主全体のこと

も考え、その権利に一定の制約を課すべき場合が多いと言える。 
 このようなことから、自益権はすべて、１株でも持っていれば行使できる

権利（これを「単独株主権」という）であるが、共益権については、議決権

はもちろん１株１票であるから単独株主権であるものの、その他の、会社の

経営を監督是正するような権利については、一定割合以上の株式数を持って

いないと行使できない権利（これを「少数株主権」という）であることがあ

る。また、ごく短期間だけしか株主になっていない者に行使させるのが不合

理な権利もあるので、権利によっては６ヶ月前から株式を持っていないと行

使できない（つまり、買ったばかりでは行使できない）という権利もある。 
 一方、株主の義務というのは何か。有限責任の原則から、株主はその保有

する株式の引受価額を限度とする出資義務を負うだけであり、その出資義務

は株式を取得した時に果たしてしまうから、結局株主となった時には特に義

務はないといってよい。しかし、すでに少し触れた、株式会社は資本を常に

実際に確保していなければならないという原則（これを「資本充実の原則」

という。）から、株式引受人の払い込み義務を免除したり、払込金額を返還

したりすることは原則として許されないので、株主になった以上、いったん

払い込んだ出資金を会社から返してもらえることはない。 
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１ 重要語句 
ａ 新株引受権 

会社が設立後に追加して発行する株式を優先的に買う（引受ける）こと

のできる権利のこと。設立時の株式の発行については、誰にこれを割り当

てるか、つまり買ってもらうかは、発起人の判断に原則として任されてい

るが、設立後は、既存の株主の利益を考えなければならないので、必ずし

も自由というわけにはいかない。例えば、１０，０００株を発行している

会社が、新たな株式をもう１０，０００株発行することにし、これらを全

部既存の株主以外の者に引き受けてもらうと、例えば今まで５００株を持

っていた株主は、会社の２０分の１をいわば所有してコントロールしてい

たのに、それが４０分の１になるわけであるから、自分の１株１株の価値

が半分になってしまうのである。そこで、商法は、株式の譲渡について制

限を設けている会社（これを「閉鎖会社」という）については、既存の株

主が新株引受権を有するのを原則とし、譲渡制限のない会社については定

款で定める（つまり、既存の株主総会の決議で決めるということである）

ことによって株主に新株引受権を与えることができるようにしている。 
ｂ 株主の監督・是正権 

株式会社が、所有と経営を分離し、基本的には所有者である株主は、経

営者である取締役会や代表取締役による会社運営には口を出さないことに

なっているが、完全に放任しておくと経営陣が独自の判断で勝手なことを

してしまい、その結果株主が損害を被ることがありうるので、株主に一定

の範囲・条件の下に、これら経営陣の活動を監督・是正するためのいろい

ろな権利を認めている。例えば、会社が法令や定款に違反するような、又

は著しく不公正な方法で、既存の株主に不利になってしまうような条件で

新株を発行するなどの行為があった場合には、株主は新株発行をやめるよ

うに会社に請求することができる（商法第２８０条の１０）などである。 
ｃ 単独株主権と少数株主権 

一株でも持っていれば行使できるのが単独株主権である。少数株主権の

ほうは、例えば、株主総会に議案を提案できる権利（商法第２３２条の２）

は、全株主の議決権の１％以上又は３００個以上の議決権を６ヶ月間持っ

ていないと行使できないとか、株主自らが株主総会を招集する権利（商法

第２３７条第１項、第２項）は、全株主の議決権の３％以上の議決権を６

ヶ月間もっていないと行使できないなど、その権利の内容に応じて様々な

形がある。 
ｄ 資本充実の原則 

資本は実際にその金額を会社が保有していなければならないという原則

のこと（第７７課参照）。 


